
北区分譲マンション実態調査【概要版】

令和２年６月にマンションの管理の適正化の推進に関する
法律が改正され、地域の実情等を踏まえた上で、計画的にマ
ンション管理適正化の推進を図る施策が必要となった。

そのため、区内の分譲マンションに対して、管理の現状や
実態を把握し、今後の必要なマンション計画や施策などを検
討する基礎資料として本調査を実施した。

調査の目的
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【調査範囲】 ：北区全域
【調査手法】 ：郵送によるアンケート及び一部現地

調査等
【調査対象期間】 ：令和４年８月～令和４年１０月
【調査対象】 ：二以上の区分所有が存する建物で、人

の居住の用に供する専用部分が６戸以
上ある建物

【アンケート内容】
①基本情報
②マンションの概要
③マンション管理の状況
④管理体制
⑤マンション管理への取組
⑥管理上の問題
⑦大規模修繕
⑧建替え
⑨住宅以外の用途
⑩居住者
⑪コミュニティ
⑫その他

調査の概要

図 アンケート用紙表紙

調査対象の抽出

アンケート送付対象
1,022件

分譲マンションリスト総数
1,077件

アンケート送付対象外
55件

送付できたリスト
957件

未送付
65件

※幼稚園や商業ビル等を除いた

※二以上の区分所有が存する建物で人の居住の
用に供する専用部分が6戸以上あるもの

区分所有が存する建物全数
3,453件

※現地調査等の結果、調査拒否や不明分

※法務局登記情報より抽出

図 調査対象抽出結果

〇調査対象を抽出した結果、
区内の分譲マンションと
思われる建物は、1,022件
となった。

〇地域別にみると、王子東
と滝野川西が200件以上と
7地域のなかでは比較的多
く分布している。

〇浮間は60件、王子西は78
件と7地域のなかでは比較
的少ない結果となった。

図 調査対象抽出フロー

※地域は「北区基本計画2020」で示さ
れている７地域である。
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主な調査結果１

〇アンケート調査の結果、アンケート発送件数957件のうち、回収数は180件（18.8%）であった。

調査結果

【マンションの運営管理において必要な情報】
マンションの運営管理において必要な情報は、「10．行政、関係機関が行って

いる支援策の情報」が87件で最も多く、次いで「11．マンション管理に関する法
律、制度等の情報」が48件、「12．特にない」が42件となっている。
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１．管理組合の設立・運営の仕方

２．管理規約の作り方、管理規約の見直しの方法

３．管理会社・管理人の情報

４．マンション管理士などアドバイザーの情報

５．相談窓口の情報

６．管理費、修繕積立金等の保管・運営の仕方

７．長期修繕計画の立て方

８．長期修繕計画の策定や劣化診断等を行う調

査会社の情報

９．修繕、建替等を行う業者の情報

10．行政、関係機関が行っている支援策の情報

11．マンション管理に関する法律、制度等の情報

12．特にない

13．その他

0件 20件 40件 60件 80件 100件

１．管理規約はない, 

3件, 1.7%

２．区分所有

者が自主的

に作成,

27件, 15.0%

３．区分所有者以外が

作成した案を採用,

140件, 77.8%

４． その他, 7件, 3.9%

未回答, 3件, 1.7%

【管理規約の作成】
管理規約の作成は、「３．区分

所有者以外が作成した案を採用」
が140 件（77.8％）で最も多く、
次いで「２．区分所有者が自主的
に作成」が27件（15.0％）となっ
ている。

築10年未満, 

20件, 11.1%

築10年以上

20年未満, 

28件, 15.6%

築20年以上

30年未満, 

41件, 22.8%

築30年以上

40年未満, 

40件, 22.2%

築40年以上, 

47件, 26.1%

不明・無回答, 4件, 2.2%【築年数】
マンションの築年数は、「築

４０年以上」が47件（26.1％）
で最も多く、次いで「築20年以
上30年未満」が41件（22.8％）、
「築30年以上40年未満」が40件
（22.2％）と、築30年以上が回
答の約半数を占めている。

１．管理会社にすべ

て委託している, 

128件, 71.1%

２．管理会

社に一部委

託している, 

27件, 15.0%

３．委託はしていない

（自主管理）, 

20件, 11.1%

未回答, 5件, 2.8%

【管理体制】
管理体制は、「１．管理会社に

すべて委託している」が128 件
（71.1％）で最も多く、次いで
「２．管理会社に一部委託してい
る」が27 件（15.0％）、「３．委
託していない（自主管理）」が20 
件（11.1％）となっている。
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主な調査結果２

【マンション管理上の問題点】
マンション管理上の問題点は、「３．管理組合の役員のなり手がいない」

が70件で最も多く、次いで「12．特にない」が64件、「２．管理に対して
非協力的な住民がいる」が43件となっている。
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１．管理規約の内容が十分でない

２．管理に対して非協力的な住民がいる

３．管理組合の役員のなり手がいない

４．役員が多忙で管理業務に十分対応できない

５．役員の知識や経験不足のため管理業務に十分

対応できない

６．管理会社や管理人が十分に対応できていない

７．管理会社への委託業務の内容が不明瞭である

８．管理費、修繕積立金等の滞納が解消されない

９．管理費、修繕積立金等の口座が管理会社や代

行名義なので不安である

10．区分所有者が住んでおらず、賃貸化されている

住戸がある

11．その他

12．特にない

0件 20件 40件 60件 80件

【マンション管理上の不安・悩み】
マンション管理上の不安・悩みは、「１．区分所有者・居

住者の高齢化」が96件で最も多く、次いで「８．理事の選任
が困難」が62件、「10．大規模修繕工事の実施」が52件と
なっている。
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１．区分所有者・居住者の高齢化

２．賃貸住戸の増加

３．所有者不明住戸の増加

４．空き室の増加

５．居住目的外利用の増加

６．管理費等の未払いの増加

７．修繕積立金の不足

８．理事の選任が困難

９．管理組合活動に無関心な区分所有者の増加

10．大規模修繕工事の実施

11．建替え

12. 大規模な災害による建物の損壊

13. 居住ルールを守らない居住者の増加

14. 外国人居住者とのコミュニケーション

15. マンション内の犯罪の増加

16. 特に不安や悩みはない

17．その他

0件 50件 100件 150件



4

主な調査結果３

174

28

2

3

3

１．毎月徴収している

２．入居時の修繕積立基金がある

３．必要に応じて徴収している

４．その他

５．行っていない

0件 50件 100件 150件 200件

【修繕積立金の有無】
修繕積立金の有無は、「１．毎月徴収している」が174 件で最も多く、

次いで「２．入居時の修繕積立基金がある」が28 件となっている。

【⾧期修繕計画の有無】
⾧期修繕計画の有無は、「１．立ててある」が134件（74.4％）で最

も多く、次いで「２．現在作成中または作成の予定がある」が17件
（9.4％）、「３．何年後にどのような工事が必要でいくら位かかるか
など、簡単な見通しは行った」が15件（8.3％）となっている。

１．立ててある, 

134件, 74.4%

２．現在作成中または

作成の予定がある, 

17件, 9.4%

３．何年後にどのような工事

が必要でいくら位かかるかな

ど、簡単な見通しは行った, 

15件, 8.3%

４．立てようとしたができなかった, 

0件, 0.0%

５．策定を検討したことがない, 2件, 1.1%
６．その他, 7件, 3.9%

７．分からない, 3件, 1.7%

未回答, 2件, 1.1%
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【築年別の回収率】
今後、居住者の高齢化だけでなく、建物の高経年化も進行していくこ

とが予想されるため、本調査における築年別の回収率について把握する。
築年別の回収率は、「昭和46年以前」が35.3%で最も高く、次いで

「昭和47年～昭和56年以前」が33.9%、「昭和57年～平成3年以前」が
24.5%となり、築年が浅い分譲マンションよりも築年が古い分譲マン
ションからの回収率が高い傾向となっている。

その他の分析１

築年が浅い分譲マンションほど、回収率が低くなる傾向に

ある。
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その他の分析２

【規模別の回収率】
今後、建物の高経年化や居住者の高齢化が進行していくこ

とが予想されていく中で、分譲マンションの規模により対応
策を変えていく必要性もある。そのため、規模別の回収率に
ついて把握していく。
規模別の回収率は、「100戸以上」の大規模な分譲マンショ
ンからの返送が多い結果となり、「50戸未満」「50戸以上
100戸未満」は同等の結果となっている。

【地域別アンケート未返送率】
本調査により、アンケートの返送があった分譲マン

ションについては、実態を把握することができるが、
アンケートの返送がなかった分譲マンションは、実態
をつかめないままであり、どのように把握するのかは
今後の課題とする。

図 地域別アンケートの回答無しの割合

※地域は「北区基本計画2020」で示さ
れている７地域である。

分析の結果、「滝野川東」「赤羽東」「滝野川西」「王子西」では、調査対象
の約8割から返送が無い結果となった。

「赤羽西」と「滝野川東」では、分譲マンションの棟数が同等であるが、回収
率に1割程度の差がみられた。
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実態調査結果からの課題１

＜管理組合等の機能低下・活動の停滞＞

➀「マンション管理上の問題点」では、「３．管理組合の役員のなり手がいない」「２．管理に対して非協力的な住民がいる」という回答が多い傾
向となっている。そのほか、「マンション管理上の不安・悩み」では、「１．区分所有者・居住者の高齢化」「８．理事の選任が困難」という
回答が多い傾向となっている。

➡上記の結果から、管理組合役員の担い手不足や区分所有者等の管理意識の希薄化、高齢化の進行等により管理組合
等の機能が低下し、マンションの適正な管理・運営がなされていない管理不全なマンションの増加につながる可能
性がある。

➁「管理規約の作成」では「３．区分所有者以外が作成した案を採用」が多い傾向となっている。また、「管理体制」では「１．管理会社にすべて
委託している」が多い傾向となっている。

➡上記のような状況が⾧く続くことで、マンションの修繕計画やマンションの利用に関する日々の相談等がすべて管
理会社に任されることとなり、管理組合等の活動が停滞する可能性がある。

➂「マンションの運営管理において必要な情報」では、「10．行政、関係機関が行っている支援策の情報」や「11．マンション管理に関する法律、
制度等の情報」という回答が多い傾向となっている。また、そのほかの回答についても一定の回答が得られている。

➡管理能力の低下の解消に向けた具体的な取組みとして、適正な管理・運営を促す情報提供・啓発等を行うことが求
められる。

➡①～③の実態調査結果のほか、マンションによって管理・運営方針は異なることから、管理組合の運営状況の実態
に応じた施策を展開することが求められる。そのために、定期的にマンション管理組合の実態を調査する必要があ
る。
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＜建物の高経年化＞

➀「築年数」では、「築年40年以上」と「築年30年以上40年未満」が回答のほぼ半数を占めている。

➡建物や付帯設備の高経年化が今後も進行していく。

➁「修繕積立金の有無」では、「１．毎月徴収している」という回答が多く、「⾧期修繕計画の有無」についても「１．立ててある」という回答が
多い傾向となっている。

➡上記の結果ではあるが、マンションは築年数が経過するほど、必要な修繕等の維持管理に要するコストが増加して
いき、実態としては建物の高経年化や、積立金等の不足、必要経費の増加による修繕の未実施等の問題を抱えるマ
ンションが増加していく可能性がある。

③「管理体制」では、「１．管理会社にすべて委託している」という回答が多いものの、委託せずに自主管理しているマンションや一部のみを委託
しているマンションも２割強存在している。

➡建物や設備に関する技術的知見を有する専門家やマンション管理会社等の支援が必要と考えられる。

➡①～③の実態調査結果のほか、建物の老朽化の未然防止に向けた具体的な取組として、「マンションの維持修繕に
関する情報提供・啓発」等を行うことが求められる。

実態調査結果からの課題２
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その他の課題

＜良質な住環境の確保＞

➡建物や付帯設備の高経年化と管理組合員等の高齢化という「二つの老い」が進行し、今後、管理組合の機能低下等
によって管理不全に陥る可能性がある。

➡区分所有者等の高齢化が原因で、新たに区分所有者等となる若い世代との間にマンション管理に関する世代間の
ギャップが生じることが予想される。また、管理組合活動に無関心な区分所有者等の増加や建物や設備に関する修
繕資金の増額から、マンション管理に関する区分所有者等同士の間で価値観のギャップも生じることが予想される。
今後、マンションの円滑な管理を促進するためには、区分所有者等または入居者間の良好なコミュニティ形成に向
けた取組みが求められる。

➡そのほか、アンケートの結果から、回答のあったマンションについては、ほとんどが管理会社と契約していること
がわかったが、回答のないマンションについては実態をつかめていないため、実態が分からないマンションについ
て個別に啓発活動を図っていくことが必要になる。


